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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

1 総
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

PDCAサイクルを手法
に、環境に影響を与える
業務について進行管理
し、確実な目標実現を図
る。

職員

定
例
定
型

1,424

ＩＳＯ１４００１を
返上し、平成２２年
１０月よりＣーＥＭ
Ｓ（チームス）の運
用を計画どおりに実
施できた。

Ａ
環境に配慮し
た業務改善の
提案

実践可能
な提案年
１件以上

675

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

環境目的、環境目標
及び実施計画の進行
管理

年度当初、四
半期毎及び上
期の報告受領
回数

年上期３
回

年上期３
回

420

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

環境目的、環境目標
及び実施計画の進行
管理

課かいへの指
導・助言

年上期３
回

年上期３
回

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネジメン
トシステムの構築

独自環境マネ
ジメントシス
テムの構築時
期

９月末 ９月末 630

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネジメン
トシステムの進行管
理

四半期毎及び
下期の報告受
領回数と課か
いへの指導・
助言

年下期２
回

年下期２
回

独自環境マネジメン
トシステムの進行管
理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネジメン
トシステムの職員研
修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

９月 １０月
独自環境マネジメン
トシステムの職員研
修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月 300

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

監査の実施 監査の実施
年１回以
上

年１回 374 外部監査の実施
外部監査の実
施

年１回 375

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

省エネ法・温対法・
県条例への報告

報告書の提出 各年１回 １回
（事業No17へ分
割）

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

（事業No602から
統合）

グリーン購入ガイド
ラインの更新

更新回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

（事業No603から
統合）

Ｃ－ＥＭＳでの「エ
コオフィス活動マ
ニュアル」に位置づ
け、導入実績の報告
受領

報告回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

児童・生徒の環境意識を
育て学校生活の中で環境
活動を継続的に実践する
ための仕組みづくりを確
立する。

児童・
生徒、
教職員

定
例
定
型

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム（ＥＭ
Ｓ）

全小中学校（３１
校）との協議を持
ち、２３年度より全
校で実施することと
なった。

Ａ 実施学校数 １０校

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

2
学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

モデル校の選定 モデル校数

４校（小
学校２
校・中学
校２校）

５校（小
学校３
校・中学
校２校）

業
務
計
画

2
学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

学校版環境マネジメ
ントシステムの普及

学校との協議
及び実施校の
拡大

１０校
（小学校
５校・中
学校５
校）

全小中学
校協議済
み（翌年
実施予
定）

学校版環境マネジメ
ントシステムの普及

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの全校
実施

全小学
校・中学
校

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

3 総
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境基本計画に位置づけ
られた施策について取組
結果・目標の報告を受
け、計画を進行管理す
る。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

758

市民及び環境審議会
からの意見を反映し
て、誰にもわかりや
すい年次報告書の作
成ができた。

Ａ 年次報告書の
発行

年１回 1,138

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組結果及
び今年度の取組目標
の把握・整理

各課からの報
告

７月 ７月
前年度の取組結果及
び今年度の取組目標
の把握・整理

各課からの報
告

７月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組結果及
び今年度の取組目標
の把握・整理

年次報告書案
及び広報特集
号の作成

９月 ９月
前年度の取組結果及
び今年度の取組目標
の把握・整理

年次報告書案
及び広報特集
号の作成

９月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

年次報告書及び広報
特集号の公表

公表の時期 １１月 １１月 758
年次報告書及び広報
特集号の公表

公表の時期 １０月 832

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

市民等からの年次報
告書に対する意見募
集

募集時期 １２月 １２月
市民等からの年次報
告書に対する意見募
集

募集時期 １１月

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境審議会への諮問 諮問時期 １２月末 １２月末 環境審議会への諮問 諮問時期 １２月末

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境審議会からの答
申

答申の時期 ３月 ３月
環境審議会からの答
申

答申の時期 ３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

農業・漁業体験プロ
ジェクト

開催回数 年２回 306

業
務
計
画

可
必
要

可 可 無 有り 23

２３年度からの新規
事業を民間活用また
は市民協働を踏まえ
た事業として実施し
たい。

維持

701 総
環境基本計画の
見直し

平成２２年度までの現計
画を改定し、２３年度か
らの基本計画を策定する

職員

定
例
定
型

環境基本計画
の見直し

6,943

１回の会議で集中審
議を行い、市民の意
見を取り入れた環境
基本計画書をとりま
とめることができ
た。

Ａ 完 低 低 低 終了

701
環境基本計画の
見直し

市民会議の開催及び
運営

会議開催回数 年１２回 年６回 7

701
環境基本計画の
見直し

庁内検討会議(環境調
整会議）の開催

会議開催回数 年６回 年３回

701
環境基本計画の
見直し

環境基本計画の改定
（21,22年債務負担
継続事業）

業務報告書の
取りまとめ

３月 ３月 6,936

4 総
環境フェアの開
催

講演・展示などを通じ、
市民・事業者に環境問題
を認識し行動してもら
う。

市民・
事業者

定
例
定
型

1,034

企画委員会と実行委
員会を統合し、昨年
の反省点を考慮し
て、内容の濃いフェ
アの開催ができた。

Ａ 来場者数
延べ２０
００人以
上

1,254

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
環境フェアの開
催

環境フェアの開催 開催の時期 ７月 ７月 1,034 環境フェアの開催 来場者数
延べ２０
００人以
上

1,254

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

4
環境フェアの開
催

環境フェア企画委員
会会議

企画委員会会
議開催回数

年５回 年５回
環境フェア企画委員
会会議

企画委員会会
議開催回数

年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

4
環境フェアの開
催

環境フェア作業部会
の運営

作業部会開催
回数

年５回 年５回
環境フェア作業部会
の運営

作業部会開催
回数

年４回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

5 総
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

市民・事業者が参加する
「環境市民会議　ちがさ
きエコワーク」を支援
し、三者の連携を図る。

エコ
ワーク
加盟の
市民・
事業者

定
例
定
型

エコワークの各部会
活動に事務局として
参加・運営し、より
良い協働連携ができ
た。

Ａ 会議の開催回
数

各部会で
年１２回
以上

253

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

エコワーク総会の開
催支援

開催の時期 ５月 ５月 0
エコワーク総会の開
催支援

開催の時期 ５月 20

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

自然環境部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 年１２回 0
自然環境部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 20

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境まちづくり部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 年１１回 0
環境まちづくり部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 83

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境学習部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 年１１回 0
環境学習部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 20

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

「茅ヶ崎の自然環境
を考える会」の事務
局

開催回数 年１２回 年２４回
「茅ヶ崎の自然環境
を考える会」の事務
局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 有り 23
事務分掌を明確化
し、景観みどり課へ
移管する

予算
なし

6 総
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

きれいなちがさき条例を
認識してもらい、市域の
美観及び健康的な生活環
境を保全する。

在住・
在勤・
在学者

定
例
定
型

285

広報紙、横断幕等を
利用しての啓発を行
うとともに、多数イ
ベント等での周知啓
発活動も計画どおり
実施できた。

Ａ 啓発周知の回
数

年５回以
上

975 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

イベント等での周知
活動

活動回数
年５回以
上

年５回 285
イベント等での周知
活動

活動回数
年５回以
上

500 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

6
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

広報紙・ミニコミ紙
原稿作成

掲載回数
年５回以
上

年５回
広報紙・ミニコミ紙
原稿作成

掲載回数
年５回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

深夜花火禁止の啓発
とパトロール

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

８回
７回（雨
天中止１
回）

深夜花火禁止の啓発
とパトロール

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

８回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

6
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

路上喫煙禁止の啓発
活動

活動回数
年４回以
上

475 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

6
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

（事業No601から
統合）

光害（サーチライト
等）使用制限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が
発生した
場合に対
応

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
地球温暖化防止
実行計画の推進

市が一事業者として地球
温暖化防止のための計画
を策定するとともに、公
共施設の省エネルギー対
策として有効な手法のひ
とつであるESCO事業を
研究する。

職員

定
例
定
型

庁内での省エネ意識
は、場所ごとに応じ
た掲示することに
よって、着実に浸透
してきたがESCO事
業に関しては未だ研
究段階です。

Ｂ

基準年度の温
室効果ガス排
出量から削減
率を設定

２２年度
中に目標
設定

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

7
地球温暖化防止
実行計画の推進

地球温暖化防止実行
計画の進行管理

平成１７年度
を基準として
平成２２年ま
でのＣＯ２の
削減

８％ ３．０％
地球温暖化防止実行
計画の進行管理

平成２１年度
を基準として
前年度に比べ
てエネルギー
使用量（原油
換算）の削減

１％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
地球温暖化防止
実行計画の推進

地球温暖化防止実行
計画の見直し

実行計画の見
直し

３月 ３月
（事業No15へ分
割）

7
地球温暖化防止
実行計画の推進

ESCO事業導入候補
施設の調査及び検討

ESCO事業導
入候補施設の
調査及び検討

３月まで
決定でき
ず

ESCO事業導入候補
施設の調査及び検討

ESCO事業導
入候補施設の
調査及び検討

３月まで
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
環境審議会の運
営

環境基本計画年次報告書
について答申、環境関連
制度について意見をもら
う。

環境審
議会委

員

定
例
定
型

643

市民とともに作成し
た環境基本計画書
（案）により、より
良い審議会への提案
ができた。

Ａ 開催回数 年８回 1,814

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

8
環境審議会の運
営

環境審議会の開催及
び運営

開催回数 年１２回 年８回 643
環境審議会の開催及
び運営

開催回数 年８回 1,314

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

8
環境審議会の運
営

環境審議会会議資料
作成

打合せ及び資
料作成

年１２回 年８回
環境審議会会議資料
作成

打合せ及び資
料作成

年８回 500

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

8
環境審議会の運
営

環境審議会から環境
基本計画の改定の答
申

答申時期 ９月 １０月

業
務
計
画

8
環境審議会の運
営

環境審議会へ年次報
告の諮問

諮問時期 １２月 １月
環境審議会へ年次報
告の諮問

諮問時期 １２月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
環境審議会の運
営

環境審議会から年次
報告の答申

答申時期 ３月 ３月
環境審議会から年次
報告の答申

答申時期 ３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
環境学習推進事
業

他グループとの交流や環
境調査などの環境学習を
通じ、環境の保全を目指
す。

小中学
生・保
護者等

定
例
定
型

298

こどもに対して環境
への意識付けをする
事業として定着して
きている。

Ａ イベントの開
催回数

年４回以
上

398

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

9
環境学習推進事
業

こどもエコクラブの
交流会開催

交流会の開催
回数

年２回 年３回 0
こどもエコクラブの
交流会開催

参加団体数
８団体以
上

15

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

9
環境学習推進事
業

里山はっけん隊の実
施

開催回数 ２回 ２回 199
里山はっけん隊の実
施

開催回数 ２回 243

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

9
環境学習推進事
業

エコクッキング事業
の実施

開催回数 １回 40

業
務
計
画

可
必
要

可 可 無 有り 23

２３年度からの新規
事業を民間活用また
は市民協働を踏まえ
た事業として実施し
たい。

維持

9
環境学習推進事
業

太陽光発電体験教室
の実施

参加者数 ５０人 ４３人 99
太陽光発電体験教室
の実施

参加者数 ５０人 100

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

9
環境学習推進事
業

市民向け自然環境講
座の開催（NO.702
より）

開催回数 年６回 年３回
市民向け自然環境講
座の開催

開催回数 年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

9
環境学習推進事
業

環境学習としてＤＶ
ＤとＶＨＳの活用
（NO.703より）

貸し出し件数 ２０件 １１件
環境学習としてＤＶ
ＤとＶＨＳの活用

貸し出し件数 ２０件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

601 総
光害（サーチラ
イト等）対策

例外的な場合を除きサー
チライトの使用を規制
し、景観及び地域の生活
環境を保全する。

サーチ
ライト
等使用

者

定
例
定
型

該当する事業者は、
度重なる協議により
使用停止しその後の
再開無し。別件の事
前相談で光害対策の
趣旨説明を行った。

Ａ

601
光害（サーチラ
イト等）対策

サーチライト使用停
止の協議

協議回数
年１回以
上

１件の事
前相談あ
り

（事業No6へ統合）

602 総
グリーン購入ガ
イドラインの策
定

環境に配慮した商品を購
入すべくガイドラインを
策定し、環境保全に努め
る。

職員

定
例
定
型

国の指針に基づき、
ガイドラインの改定
を行った。

Ａ

602
グリーン購入ガ
イドラインの策
定

ガイドラインの更新 更新回数 年１回 年１回 （事業No1へ統合）

603 総 低公害車の導入

公用車購入の際はできる
限り低公害車とすべく指
導し、地球環境の保全に
努める。

公用車
の購入
課かい

定
例
定
型

電気自動車の
導入

低公害車の導入が、
全庁的に浸透してき
た。

Ａ

603 低公害車の導入

環境に配慮した職場
づくりのための手順
書に位置づけ、導入
実績の報告受領

報告回数 年１回 年１回 （事業No1へ統合）

10 総
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

市民・事業者・行政の取
り組みをまとめ、三者の
連携のもと温室効果ガス
の削減に努める。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

地球温暖化対
策事業

262

協議会の設置が遅れ
たが、今後新計画の
策定とともに推進し
ていきたい。

Ｂ 協議会の開催
回数

年５回 1,040 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

温暖化対策推進協議
会

設立 ４月 ７月

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

温暖化対策推進協議
会の開催及び運営

開催回数 年４回 年２回 2
温暖化対策推進協議
会の開催及び運営

開催回数 年５回 7
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

公共施設への壁面緑
化事業の推進

壁面緑化実施
施設数

２１か所
以上

１８か所 16
公共施設への壁面緑
化事業の推進

壁面緑化実施
施設数

３５か所
以上

42 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

市民への壁面緑化の
普及

実施世帯数
３００世
帯

３００世
帯

129
市民への壁面緑化の
普及

実施世帯数
２００世
帯

126 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

温暖化対策に関する
市民・事業者へのア
ンケートの実施

アンケート送
付数

３,０００
通

３,０００
通

0
温暖化対策に関する
市民・事業者へのア
ンケートの実施

アンケート送
付数

３,０００
通

388 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

電力使用量等の確認
ができる機器を貸し
出し、省エネルギー
の実践や意識啓発を
図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナ
ビ２０
件、エコ
ワット２
０件

省エネナ
ビ３１
件、エコ
ワット３
０件

電力使用量等の確認
ができる機器を貸し
出し、省エネルギー
の実践や意識啓発を
図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナ
ビ３５
件、エコ
ワット３
５件

60 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

周知啓発 活動回数
年４回以
上

年４回 周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

基金への積立
基金への積立
（銀行利息の
積立）

年２回 年２回 115 基金への積立
基金への積立
（銀行利息の
積立）

３月まで
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10
地球温暖化対策
地域推進計画の
推進

茅ヶ崎駐車場太陽光
発電装置及び急速充
電器使用状況表示モ
ニター移設

移設工事 １回 417
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

11 総
地球温暖化対策
地域推進計画改
定事業

平成２３年度までの現計
画を見直し、２５年度か
らの計画を策定する

市民・
事業

者・市

政
策

事業の進捗状
況

計画の改
定作業

2,800

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

11
地球温暖化対策
地域推進計画改
定事業

地球温暖化対策地域
推進計画の改定
（23,24年度債務負
担継続事業）

計画書の中間
とりまとめ

３月 2,800

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

12 総
地域省エネル
ギービジョンの
推進

市民・事業者・市におけ
る省エネルギーの推進

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

省エネに関する啓発
活動を実施し、目標
達成できた。

Ａ イベントの開
催回数

年４回以
上

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

12
地域省エネル
ギービジョンの
推進

周知啓発 活動回数
年４回以
上

年４回

（事業
No14、
No15へ分
割）

12
地域省エネル
ギービジョンの
推進

省エネビジョンの見
直し

地域省エネビ
ジョンの見直
し（地球温暖
化対策地域推
進計画へ統合
の検討）

３月 ３月
省エネビジョンの見
直し

省エネビジョ
ンの中間報告
作成

８月
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

13 総
自然エネルギー
の利用促進

公共施設への太陽光発電
等の導入を図るととも
に、市民へ設置等の補助
をする。

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

太陽光発電等
設置補助事業

36,817

太陽光発電システム
の補助事業について
は、目標を遙かに超
える実績となった。

Ａ

13
自然エネルギー
の利用促進

住宅用太陽光発電シ
ステム新規設置費補
助金

補助件数 １５０件 ２５８件 36,431
（事業No14へ分
割）

13
自然エネルギー
の利用促進

太陽光発電システム
パワーコンディショ
ナ交換費補助金

補助件数 ２０件 ０件 0
（事業No15へ分
割）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

13
自然エネルギー
の利用促進

補助金交付受付及び
現地調査

補助金交付時
期

１５０件 ２５８件
（事業No14へ分
割）

13
自然エネルギー
の利用促進

情報提供（広報紙・
ミニコミ紙等）

掲載回数 ４回以上 ４回
（事業No14、
No15へ分割）

13
自然エネルギー
の利用促進

市民立太陽光発電シ
ステム設置費補助金

補助件数 １件 １件 386
市民立太陽光発電シ
ステム設置費補助金

補助件数 １件 0

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

13
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

（事業No605から
統合）

自然エネルギー等普
及啓発イベントの開
催

イベント開催 年２回 110

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

13
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

（事業No606から
統合）

基金への積立 基金への積立
年６０万
円

0

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

604 総
自然エネルギー
等普及啓発事業

協働まちづくり普及啓発
事業

市民・
市民団
体・市

定
例
定
型

自然エネル
ギー等普及啓
発事業

1,644

協働事業として、市
と相互理解の中で、
自然エネルギー等を
啓発する事業が実施
できた。

Ａ

604
自然エネルギー
等普及啓発事業

イベント及び太陽光
発電設置相談会の支
援

活動支援 年４回 年４回 1,644
（事業No13へ統
合）

604
自然エネルギー
等普及啓発事業

協働事業打合せ会議
の開催

打合せ会議 年１２回 年１２回
（事業No13へ統
合）

14 総
太陽光発電設置
補助事業

太陽光発電等の導入を行
う市民へ設置等の補助を
行う。

市民
政
策 補助件数 ２５０件 30,500

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

14
太陽光発電設置
補助事業

（事業No604から
分割）

住宅用太陽光発電シ
ステム新規設置費補
助金

補助件数 ２５０件 30,500

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

14
太陽光発電設置
補助事業

（事業No604から
分割）

補助金交付受付及び
現地調査

補助金交付時
期

２５０件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
太陽光発電設置
補助事業

（事業No13から分
割）

周知啓発 活動回数
年２回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総

太陽光発電装置
用パワーコン
ディショナ補助
事業

太陽光発電のパワーコン
ディショナの交換を行う
市民へ交換費用の補助を
行う。

市民
政
策 補助件数 ５件 300

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

（事業No604から
分割）

太陽光発電システム
パワーコンディショ
ナ交換費補助金

補助件数 ５件 300

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

（事業No13から分
割）

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以
上

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助制度

電気自動車（ＥＶ）を購
入する市民及び事業者へ
補助を行う。

市民
政
策 補助件数 １５件 1,500

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

16
電気自動車（Ｅ
Ｖ）の購入補助
金

電気自動車（ＥＶ）
普及推進に関する補
助金

補助件数 １５件 1,500

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

51,738 51,738 活動指標の名称 目標値 51,002 51,002

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

環境政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境政策課

施策目標 環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活動と連携による活動を促進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

605 総
ふるさと基金の
積立

市民立発電所から寄附さ
れたもの（太陽光発電装
置による売電収入等）を
基金に積立を実施

市民・
事業

者・市

定
例
定
型

自然エネル
ギー等普及啓
発事業

368

太陽光発電による売
電等によって、基金
への積み立てができ
た。

Ａ

605
ふるさと基金の
積立

基金への積立 基金への積立 年２回 年３回 368 （事業No6へ統合）

17 総
省エネ法、温対
法、県条例への
報告事務

省エネ法、温対法、県条
例への報告事務

国、県
政
策 年次の報告 年１回 7,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

17
省エネ法、温対
法、県条例への
報告事務

（事業No1から分
離）

省エネ診断及び管理
標準の作成

管理標準の作
成

３月まで 7,000

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

18 総
２市１町広域環
境部会事務

２市１町広域環境部会事
務

２市１
町の職

員

政
策

２市１町広域
環境部会事務

電気自動車の導入一
周年記念イベント
等、地球温暖化に向
けた事業に２市１町
協力して実施でき
た。

Ａ 温暖化対策に
関わる事業

年に１回
以上合同
による事
業の開催

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

18
２市１町広域環
境部会事務

２市１町広域環境部
会会議の開催

会議開催回数 年１２回 年１７回
２市１町広域環境部
会会議の開催

会議開催回数 年１２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
２市１町広域環
境部会事務

エコウェーブで推進
するプロジェクトの
実施

プロジェクト
の実施数

１０プロ
ジェクト

４プロ
ジェクト
（年度途
中にプロ
ジェクト
統合）

エコウェーブで推進
するプロジェクトの
実施

４プロジェク
トの内、強化
事業の実施…
『緑の保全と
普及プロジェ
クト』

強化事業
の実施

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震・津波等
伴う諸現象による同時多
発的災害が発生した場合
に、被害を軽減し、応急
対策活動を部、課として
迅速的確に対処する。

全市民
等

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

４月

888
災害応急対策活
動

災害情報の収集及び
部内各班への連絡体
制をとるとともに、
応急対策準備に必要
な職員を配置等（災
害等発生時）

応急対策準備
に必要な職員

環境部全
職員

環境部全
職員

災害情報の収集及び
部内各班への連絡体
制をとるとともに、
応急対策準備に必要
な職員を配置等（災
害等発生時）

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

環境部全
職員

888
災害応急対策活
動

災害発生直後の職員
との連絡手段につい
ての見直しを図ると
ともに、部内での必
要な業務と職員の適
正配置

『茅ヶ崎市防
災対策強化実
行計画』に基
づく見直し

６月まで 23

『茅ヶ崎市防災対策
強化実行計画』に示
された見直し課題を
積極的に取り組んで
いく。

888 総 庁内共通事務 1,244 1,244 1,305 1,305

999 総 部内調整事務 部内研修費 18 18 部内研修費 50 50


